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１．改正の背景

総トン数２０トン以上の日本船舶（以下「日本船舶」という ）の所有者は、船。

舶法（明治３２年法律第４６号）第５条に基づき船舶原簿に登録を行わなければな

らないが、その登録の際には申請書に、登記事項を証明する書類として、船舶登記

令（平成１７年政令第１１号。以下「船舶令」という ）第３３条に基づき交付さ。

れる登記簿謄本を添付することとなっている。

今般、船舶登記簿が紙から磁気ディスクをもって調製された登記簿（以下「コン

ピュータ化」という ）に変更され、登記簿謄本に代わり登記事項証明書が交付さ。

れること等を内容とする船舶令の改正が行われることとなった。

これに伴い、日本船舶の登録申請に必要な添付書類を登記簿謄本から登記事項証

明書とすること等の改正が必要であり、船舶法施行細則の一部を改正するものであ

る。

２．改正の概要

(1) 新たに日本船舶の登録申請を行う場合に必要な添付書類を登記簿謄本から登記

事項証明書へ改める （第１７条関係）。

ただし、船舶登記事務がコンピュータ化して行う登記所として指定を受けてい

ない登記所が交付した登記簿謄本は従前のとおり添付書類とすることができる。

(2) 日本船舶の所有者の変更登録申請を行う場合に必要な添付書類を登記簿謄本、

抄本又は登記済証から登記事項証明書へ改める （第２５条第１項関係）。

ただし、船舶登記事務がコンピュータ化して行う登記所として指定を受けてい

ない登記所等が交付した登記簿謄本、抄本又は登記済証は従前のとおり添付書類

とすることができる。

３．スケジュール（予定）
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